審査請求要否にかかる調査票

先生の発明に係る下記特許出願を権利化するためには、特許庁に審査請求を行う必要があります。本学では特許出願後、３年を経過する前に審査請求の必要性について調査し、その要否を判断しております。具体的には、本特許出願に関わる１．外国特許出願の有無、２．技術移転契約（ライセンス契約等）の有無、３．競争的資金（科研費、A-STEP等）の実績の有無、４．共同研究の実績の有無、５．起業の有無に基づき審査いたします。
つきましては、審査請求の要否をご記入いただき、審査請求が要となる場合は、下記質問事項へのご回答をお願いいたします。
なお、審査請求の要否は、発明審査委員会が定める審査請求要否審査要領に基づき決定いたします。審査請求を行った場合には、審査の過程で特許庁審査官より文書による通知がなされますので、ご対応方お願いいたします。
	本調査票回答期限（社会連携課←発明者）
	令和　　年　　月　　日（  ）

	納付期限（特許庁←特許事務所←本学）
	令和　　年　　月　　日



	審査請求要否
	· 要     □　否

	学内管理番号
	

	発明名称
	

	出願番号
	
	出願日
	年     月     日

	代表発明者
	
	所属
	

	1． 技術移転契約（ライセンス契約等）の有無についてご記入ください（具体的計画又は交渉を開始している等含む）。
相手先名：


	2． 特許出願時から現在までの特許出願に関わる競争的資金（科研費、A-STEP等）の実績の有無ご記入ください（申請中含む）。
資金名：　　　　　　期間：　　　　年　月～　　年　　月　　　　金額：



	3． 特許出願時から現在までの特許出願に関わる共同研究の実績の有無についてご記入ください。
相手先名：　　　　　期間：　　　　年　月～　　年　　月　　　　金額：

	4． 起業の有無についてご記入ください（１年以内の見込み含む）。

	5． その他特記すべき事項等があればご記入ください。



